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日常の療養支援  

◎目的：医療・介護関係者の多職種協働によって、患者・利
用者・家族の日常の療養生活を支援することで、医療と介護
の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた場所で生活
できる

◎目標：
・医療・介護関係者がタイムリーな情報共有ができるようICT
を活用した連携システムの導入を目指す。
・医療職と介護職が円滑に連携を図ることができるよう職種
間（医師とケアマネ）の連携強化を目指す。
・日頃から、多職種との情報共有や連携を図る。

2026年度(令和8年度)

対策①たんぽぽ
対象：３町
内容：ICT活用の検討　　各種情報連携ツールの活用状況調
査、内容改訂、推進
対策②たんぽぽ
対象：医師、ケアマネジャー
内容：医師とケアマネジャーの意見交換会の検討、開催
対策③各町
対象：地域住民
内容：「元気なうちから手帳」のあらゆる機会に幅広い世代を対
象に普及啓発、他部門との連携

入退院支援

◎目的：入退院の際に、医療と介護関係者が情報共有を行う
ことで、一体的でスムーズな医療・介護サービスが提供され、
医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が希望する場
所で日常生活を過ごすことができる

◎目標：
・医療職と介護職の連携を推進するために、職員間（医師と
ケアマネジャー等）の顔の見える関係、連携強化を目指す。
・入退院がスムーズにいくために、川棚医療センターとの連
携強化を図る。

2026年度(令和8年度)

ケアマネジャーへの医療介護連携に関するアンケートを行うこと
で実態を確認し、医師とケアマネジャーとの情報交換や川棚医
療センターとの意見交換を実施し、医療介護連携がスムーズに
行うことができるようになる。

急変時の対応

◎目的：医療・介護・消防（救急）が円滑に連携することによっ
て、在宅（施設）で療養生活を送る医療と介護の両方を必要
とする高齢者の急変時にも、本人の意思も尊重された対応を
踏まえた適切な対応が行われることができる

◎目標：・3町において、急変時の統一した仕組みを構築する
ことために、課題を共有し、救急医療情報カードの取組を普
及啓発する

2026年度(令和8年度)

対策①たんぽぽ
対象：３町、消防、介護（施設）、医療
内容：救急時の課題の抽出、課題に向けた対策についての協
議、救急医療情報カード等の情報共有
対策②各町
対象：地域住民、関係機関
内容：救急医療情報カード、緊急通報システムの普及啓発

看取り

◎目的：地域住民が在宅での看取りを理解した上で、対象者
本人の人生の最終段階における意思を医療・介護関係者が
共有し、それを実現できるように支援する

◎目標：医療介護専門職がACPへの理解を深め、住民に対
して必要性を広めることができる

2026年度(令和8年度)

専門職向けセミナーを定期的に開催するとともに、「東彼杵版元
気なうちから手帳」を作成し、身近な資料として活用していく。

介護保険サービスの基盤づくり

◎目的：地域の医療・介護関係者が、町の基本方針等を基
に、地域の課題を共有し、介護保険サービスの体制を整える
ことができる。

◎目標：目標の共有や情報提供を行い、専門職の資質向上
を図る。地域の課題を共有し、体制づくりを行うことができる。

2026年度(令和8年度)

ケアマネジャー連絡会等で介護保険計画を説明し、目標の共有
を行い、必要な情報提供は適宜行う。また、必要なサービスの
提供ができているか確認するなど、地域の課題に関して検討・
協議を行う。

介護人材確保・育成

◎目的：町内の介護人材を確保するために、普及啓発を行う
ことができる。

◎目標：介護・福祉、地域の互助活動等への理解を深め、シ
ニア層の人材や若い世代に働きかけることができる。

2026年度(令和8年度)

介護人材育成確保対策地域連絡協議会へ出席する。
県や社協等と連携をし、介護人材育成について検討協議を行
う。
ケアマネジャーへの学習会や情報交換会、ケアプラン点検等で
資質向上を図る。

A 介護

B 介護

【川棚町 地域包括ケアシステム推進ロードマップ】　

項目 目指す姿（目標・目的） 達成年度 推進方策（方法・手段）

第９期計画 第１０期計画

②各項目について、市町の目指す

姿を記載してください

③「②」の目指す姿

の達成年度を

選択してください

④地域包括ケアシステム推進状況

評価シートを基に推進方策を記載し

てください

⑤A～Hの各項目における達成年度に向けた工程を記載してください

※「③」で記載した達成年度と整合をとってください

※矢印の中には施策を簡潔に記載してください

①地域包括ケアシステム評価指標の8項目に分けています。

細分化は評価指標やワークシート、介護保険事業計画等を

基に適宜行ってください。

ICT活用の検討

各種情報ツール

の活用状況調査
活用継続及び必要時ツールの改訂・推進

ICT活用の検討・活用ICT活用の検討（３町協働）

各種ツールの周知・活用

「元気なうちから手帳」の周知・啓発、活用

各町及び川棚医療セン

ターの課題抽出

ケアマネへの

医療介護連携の

川棚医療センターと

医師とケアマネ、多職種との情報交換会

情報交換会の開催（1回以上）

救急医療情報カードの説明機会の増加、世帯への救急医療情報カードの設置率増加

たんぽぽ主催 医療・介護の専門職向けセミナー（１～２回/年）

「元気なうちから手帳」見直し検討委員会

「元気なうちから手帳」周知・啓発、活用（元気塾・通いの場等）

情報交換会の開催（1回以上）、

世帯への救急医療情報カードの設置率増加、救急通報システムの活用者の増加状況

入退院支援ルールの作成・周知

休日・夜間の連絡先等のルールの設定・周知の実施、サービス担当者会議等で定期的に確認

ケアマネジャー連絡会の実施（1回/月）

介護人材確保に係る協議会の出席

必要なサービスの整備、計画策定

町・社協・関係機関との協議

社協において、介護人材確保に関連した事業の実施、町も協働で連携した取組みの実施、見直し

ケアマネジャーの資質向上のための学習会、ケアプラン点検

介護人材確保に関する事業の展開・見直し
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項目 目指す姿（目標・目的） 達成年度 推進方策（方法・手段）

第９期計画 第１０期計画

健康づくり

◎目的：地域における通いの場や既存施設を活用し住民の
健康づくりを行う。

◎目標：通いの場やサロンなどを活用し、介護予防に保健事
業を取り入れ、一体的に実施していく。

2026年度(令和8年度)
住民主体の通いの場や自主グループにおいて、介護予防と保
健事業が一体的に実施できるように実施する。特に、生活習慣・
渺認知症に関する理解を深める。

介護予防ケアマネジメント

◎目的：地域ケア会議を通して、地域の課題やケアマネジメ
ントの資質向上を図ることができる。

◎目標：モニタリングの見直しを行い、地域ケア会議のPDCA
サイクルの体制ができる。

2026年度(令和8年度)

モニタリング内容を見直し、事例提供したケアマネが自立支援に
基づきケアプランの変更ができる。また、助言指導者の助言内
容が充実する。地域ケア会議が、多職種と連携を強める場とな
る。

住民の主体的な活動

◎目的：住民が主体的となり、健康づくりや介護予防を務め
ることにより、元気な高齢者が増える。

◎目標：住民主体の通いの場が増加し、定期的に、介護予
防や健康づくりを意識し、行うことができる。

2026年度(令和8年度)
参加者が、継続的に運動や集まりに参加できる。

D 住まい・住まい方 住環境、居住系サービス

◎目的：住民にあった住まい、住まい方について適切な支援
をし、安心した生活を送ることができる。

◎目標：住宅改修時に、リハ職からの助言を受け、本人に
あった住宅改修を行うことができる

2026年度(令和8年度)
住宅改修や福祉用具を利用する際に、リハ職の意見を聞く。
リハ職がいない場合は、地域ケア会議等の活用を行う。
地域のニーズに合った居住系サービスを検討できる。

地域資源やニーズの把握
～第1層・第2層SCの役割の明確
化

◎目的：SCを中心に地域や住民ニーズの実態把握を行い、
必要な生活支援体制の構築ができる。

◎目標：住民や地域の実態把握し、ニーズに合った生活支援
について検討し、住民主体の活動をはじめとした多様な資源
の充実に向けて、地域づくりや生活支援サービスの創出がで
きる。

2026年度(令和8年度)

第1層SCが、第2層SCと協力し、地域のニーズを把握し、地域の
課題を出し合い、施策形成を行う。
第2層SCは、住民主体の活動をはじめとした多様な資源の充実
に向けて地域づくりの後方支援、高齢者の社会参加を通じた介
護予防の推進や多様な生活支援サービスの創出等地域と連携
しながら、高齢者の暮らしやすい地域づくりを推進していく。

地域、社会福祉法人、企業と連携
した生活支援体制整備

◎目的：地域、社会福祉法人、企業等と連携し、高齢者が住
み慣れた地域で過ごすことができる生活支援体制を整備でき
る。

◎目標：地域の課題である生活支援や移動支援について、
地域、社会福祉法人、企業、各関係部署と検討・協議しなが
ら、体制づくりを行うことができる。

2026年度(令和8年度)
地域ケア会議や地域ケア推進会議において、地域の課題を出
し、地域や社会福祉法人、企業等と共有し、協議を行う。

認知症について、地域住民や医療
機関、企業等の理解推進

◎目的：認知症の理解・啓発を行い、地域住民・医療機関、
企業等との連携を図りながら、チームオレンジや地域見守り
ネットワーク等の地域づくりができる。
◎目標：
・通いの場、サロン等地域へ認知症に関する出前講座の実
施。広報啓発活動。
・認知症サポーターや認知症地域支援推進員を育成し、地域
や企業に認知症の啓発を行う。チームオレンジの体制を整備
する。

2026年度(令和8年度)

通いの場やサロン等地域へ認知症に関する出前講座を実施。
広報等の啓発活動。
認知症サポーターや認知症地域支援推進員を育成し、地域や
企業に認知症の啓発を行う。（認知症サポーター養成講座・ス
テップアップ講座の実施、チームオレンジの活動の推進をし、よ
らんねカフェの充実を図る。）
認知症地域支援推進員の編成の検討

認知症初期集中支援チーム体制、
サポート医の体制の再構築

◎目的：認知症の相談に早期に対応し、早い段階で適切な
医療や介護サービスへ繋げることができる。

◎目標：認知症初期集中支援チーム体制を再構築し、稼働
する。

2026年度(令和8年度)

認知症初期集中支援チームの設置・内容等体制について、庁舎
内で検討。サポート医やチーム員についても協議し、認知症相
談に対し、迅速に対応できる体制を整える。
認知症初期集支援チームが稼働し、地域の医療機関との連携
を行う。

権利擁護（成年後見制度等）、高
齢者虐待防止対策の取組

◎目的：本人の意向（自己決定）が尊重されるよう、権利擁護
の相談体制を整備することができる。

◎目標：中核機関（相談窓口の啓発・周知、権利擁護の相談
支援体制）の整備を行うことができる。

2026年度(令和8年度)
相談窓口の啓発・周知、権利擁護の相談支援体制の確立
中核機関の設置について検討し、設置し、具体的内容について
協議していく。

C 保健・予防

F 認知症・権利擁護

E 生活支援・見守り

生活習慣病や認知症に関する講話

モニタリング内容の見直し、助言指導者の会議

資料の読み込み力の強化
助言者メンバーについて

の再検討

ケアマネが自立支援に基づいたケアプランの作成

ができる。また、多職種と協働し、ケアプランの見直

地域の課題を抽出し、事業展開、施策形成ができる。

住民主体型の通いの場の

新規開拓

住民主体型の通いの場を健康教育の実施（認知症・フレイル等）

住民改修や福祉用具をリハ職の意見聴取

住民改修や福祉用具については、リハ職による稼働・検証

地域の居宅系サービ 地域の居宅系サービス策定・整備

地域住民の実態・ニーズ調査

いきいきパラダイスの支援 いきいきパラダイスを住民主体へ・後方支援

生活支援・移動支援等のニーズの調査・

生活支援・移動支援体制の検討・整備（モデル地区の選定）

第2層SCのいきいきパラダイス定例会・役員会参加

第1層協議体（川棚ご縁をつなぎ隊）会議の実施（5回/年程度）

社会福祉法人や関係部署等との話合い・地域のニーズ共

エレナによる通いの場の移動販売

みんなでいごこーで（西小串・惣津・新谷地区）、くじゃくの家による買い物支援（東小串・三越地区）

中核機関の設置について、

社協・課内協議 中核機関の設置、実施

認知症初期集中支援チームの稼働、地域の医療機関との連携

認知症初期集中支援チーム

の設置・内容等体制につい

て再検討

通いの場、サロン等地域へ認知症に関する出前講座・広報啓発活動

認知症サポーター養成講座（1回/年以上）・ステップアップ講座（1回/年以上）

認知症地域支援

推進員の増員検
認知症地域支援推進員2名配置

認知症地域支援推進員2名配置

よらんねカフェの運営 チームオレンジによるよらんねカフェの運営

認知症施策

推進に向け

た意見交換

サポート医の増員

チーム員の増員（OT他）

相談窓口の周知、権利擁護（制度説明等）の資料作成

計画策定準備
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項目 目指す姿（目標・目的） 達成年度 推進方策（方法・手段）

第９期計画 第１０期計画

G 市町と関係者・団体の
ネットワーク（連携）

地域ケア推進会議等を活用した、
地域・庁舎内・社会福祉法人・企業
等の連携

◎目的：地域の団体・組織が地域包括ケアシステムについて
理解し、住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる
ように、地域づくりを行うことができる。

◎目標：地域・庁舎内・社会福祉法人・企業が地域包括ケア
システムを理解し、地域の課題や対応策を協議し、体制づく
りを行うことができる。

2026年度(令和8年度)

川棚ご縁をつなぎ隊会議、地域ケア担当者会議等継続的に実
施する。地域包括ケアシステムについて、地域団体、組織に啓
発する。
地域ケア推進会議を行い、地域包括ケアシステムについての理
解を深め、地域課題の抽出や対応策の検討を行うことで、協力
体制をつくる。

住み慣れた地域で安心して暮らす
ための見守り、災害時へ備え

◎目的：日ごろからの見守りや災害時の備えを行い、安心し
て暮らすための体制づくりを行うことができる。

◎目標：日ごろからの見守り体制の構築を図り、災害時の取
組みとして、個別計画作成を行い、庁舎内の連携を図ること
ができる。

2026年度(令和8年度)
地域見守りネットワーク事業の見直し、地域づくりを行う。
避難行動要支援者の個別避難計画作成に向けて、防災担当を
中心に会議等を行う。

高齢者の社会参画へ向けた取り
組み

◎目的：現役世代、高齢者も含め、地域活動等の社会参加
ができ、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる。

◎目標：高齢者の活躍の場やボランティア活動の啓発を行う
ことができる。

2026年度(令和8年度)

ボランティア連絡協議会と連携を図る。
就労的活動支援コーディネーターの配置について、協議を行う。
社会参画に関する啓発を行う。

H 地域共生社会の実現と
住民参画

川棚ご縁をつなぎ隊会議（5回/年程度）

地域ケア担当者会議（1回/月）・地域ケア会議 個別課題解決・地域課題の抽出、政策形成の検

地域ケア推進会議の実施（1回/年） 地域の団体・組織への啓発、地域課題の共有、対応策の検討

地域見守りネットワークの内容の見直し

地域見守りネットワーク協議会（1回/年程度）

個別避難計画作成会議や防災 ケアマネジャーと協力して、要支援者

ボランティア活動等啓発（広報・イベント・事業等）

地域見守りネットワーク登録・修正、協力員への働きかけ

就労的コーディネーターの配置について検討・協議

介護予防サポーター養成講座、認知症サポーター養成講座の実施
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